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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第49期

第１四半期連結
累計(会計)期間

第50期
第１四半期連結
累計(会計)期間

第49期

会計期間
自平成22年３月１日
至平成22年５月31日

自平成23年３月１日
至平成23年５月31日

自平成22年３月１日
至平成23年２月28日

売上高（千円） 7,870,735 8,767,699 34,928,078

経常利益又は経常損失（△）

（千円）
△279,662 185,520 △872,579

四半期純利益又は四半期(当期)純

損失（△）（千円）
△364,612 6,508 △1,299,228

純資産額（千円） 28,285,352 26,593,936 26,372,821

総資産額（千円） 38,911,818 44,607,356 42,743,340

１株当たり純資産額（円） 1,731.90 1,628.34 1,614.80

１株当たり四半期純利益金額又は

１株当たり四半期(当期)純損失金

額（△）（円）

△22.33 0.40 △79.55

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
－ － －

自己資本比率（％） 72.7 59.6 61.7

営業活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△756,561 601,043 2,795,355

投資活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△203,114 47,653 179,466

財務活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△628,176 697,365 △871,659

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（千円）
5,401,354 10,186,962 8,717,778

従業員数（人） 677 665 661

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。　

３．第49期第１四半期連結累計(会計)期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当た

り四半期純損失であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

４. 第50期第１四半期連結累計(会計)期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式

が存在しないため記載しておりません。

５. 第49期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、１株当たり当期純損失であり、また、潜在株

式が存在しないため記載しておりません。
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２【事業の内容】

　当第１四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

 

 

 

 

３【関係会社の状況】

当第１四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

 

 

 

 

 

４【従業員の状況】

（１）連結会社の状況

 平成23年５月31日現在

従業員数（人） 665     

　（注）　従業員数は就業人員（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの出向

者を含むほか、常用パートを含んでおります。）であります。

　　　　

（２）提出会社の状況

 平成23年５月31日現在

従業員数（人） 429     

　（注）　従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含むほか、常用パートを含ん

でおります。）であります。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

（１）生産実績

　当第１四半期連結会計期間の生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称
当第１四半期連結会計期間
（自　平成23年３月１日
至　平成23年５月31日）

前年同四半期比（％）

日本（千円） 7,223,769 －　

中国（千円） 698,937 －

合計（千円） 7,922,706 －

　（注）１．金額は販売価格によっており、セグメント間の取引は相殺消去しております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

（２）受注状況

　当第１四半期連結会計期間の受注状況をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 受注高（千円） 前年同四半期比（％） 受注残高（千円） 前年同四半期比（％）

日本 6,538,948 － 7,880,533 －

米国 5,364,894 － 3,995,546 －

英国 2,224,177 － 1,655,696 －

フランス 1,479,364 － 929,601 －

中国 1,026,489 － － －

合計 16,633,874 － 14,461,379 －

　（注）１．金額は販売価格によっており、セグメント間の取引は相殺消去しております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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（３）販売実績

　当第１四半期連結会計期間の販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称
当第１四半期連結会計期間
（自　平成23年３月１日
至　平成23年５月31日）

前年同四半期比（％）

日本（千円） 3,706,478 －

米国（千円） 2,191,707 －

英国（千円） 1,032,028 －

フランス（千円） 810,995 －

中国（千円） 1,026,489 －

合計（千円） 8,767,699 －

　（注）１．セグメント間の取引については相殺消去しております。

２．前第１四半期連結会計期間及び当第１四半期連結会計期間における主な相手先別の販売実績及び当該販売

実績の総販売実績に対する割合は次のとおりであります。

相手先

前第１四半期連結会計期間
（自　平成22年３月１日
至　平成22年５月31日）

当第１四半期連結会計期間
（自　平成23年３月１日
至　平成23年５月31日）

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％）

HUPPENKOTHEN GmbH & CoKG1,833,743 23.3 1,404,518 16.0

３．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。　

　

　

２【事業等のリスク】

当第１四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。　

　

　

　

　

　

３【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 
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４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、本四半期報告書提出日現在において当社グループ(当社及び連結子会社)が判断した

ものであります。また、セグメント別の業績における前年同期の数値及び前年同期比は、参考として掲記しているも

のであり、独立監査人による四半期レビューを受けておりません。

（１）経営成績の分析

当社グループの主力市場である米国、欧州及び中国市場の当第１四半期連結会計期間（平成23年３月１日から平

成23年５月31日まで）の経済は、米国におきましては、住宅差押物件の増加により在庫が高止まりし住宅市場は軟調

に推移しておりますが、雇用改善が進み景気は回復基調を維持しております。欧州におきましては、輸出増を背景に

堅調に成長するドイツ及びフランスと、弱めの成長にとどまったスペイン、イタリア、さらにソブリン問題に苦しみ

低迷を続けるポルトガル、ギリシャ等、欧州域内格差が鮮明に現れました。中国におきましては、投資を中心に内需が

拡大したことから引き続き高い成長を続けておりますが、食料品、不動産価格の高騰は政府のインフレ抑制策の下で

も収まっておらず、さらなる金融引締めによる企業活動への影響も懸念されております。

当社グループが属する建設機械業界におきましては、前年同期と比較して、米国及び欧州で需要は増加しました

が、中国では金融引締め等により需要は減少しました。

このような環境の中で当社グループの米国及び欧州での当第１四半期連結会計期間のミニショベル、油圧ショベ

ル及びクローラーローダーの販売台数は、景気回復によって需要が増加したことと販売強化に取り組んだことによ

り、前年同期と比較して増加しました。一方中国におきましては、需要が減少したことにより当第１四半期連結会計

期間のミニショベル及び油圧ショベルの販売台数は、前年同期と比較して減少しました。さらに、リーマンショック

以降の持続的な円高局面は、当社グループ製品の利益率の低下をもたらしております。これらの状況に対処するた

め、当社グループは、部品の中国等からの海外調達及び設計の見直しによる原価低減を引き続き実施しております。

この結果、当第１四半期連結会計期間の売上高は販売台数の増加により、87億６千７百万円（前年同期比11.4％増

加）になりました。

利益面につきましては、円高により外貨建売上の円換算額が目減りしましたが、販売台数が増加し売上高が増加し

たこと及び、原価並びに販売費及び一般管理費の低減により、営業利益は２千６百万円（前年同期は、６千７百万円

の営業損失）となりました。経常損益は、中国子会社の円建債務について当第１四半期連結会計期間末の為替相場

が、前連結会計年度末に対して円安になったことなどにより１億４千６百万円の為替差益が発生し、１億８千５百万

円（前年同期は、２億７千９百万円の経常損失）の経常利益になりました。四半期純利益は、税金費用を１億４千９

百万円計上したことなどにより、６百万円（前年同期は、３億６千４百万円の四半期純損失）となりました。

　

セグメント別の業績は次のとおりであります。

　

① 日本

日本では、欧州向けミニショベルの販売台数が増加したことにより、売上高は37億６百万円（前年同期比3.5％増

加）と増加しましたが、持続的な円高により売上高が目減りし売上原価率が高止まっていることにより、５千７

百万円のセグメント損失となりました。　

② 米国

北米では、ミニショベル、油圧ショベル及びクローラーローダーの販売台数が増加したことにより、売上高は21億

９千１百万円（前年同期比84.9％増加）、セグメント利益は２億５百万円となりました。

③ 英国

英国では、ミニショベルの販売台数が増加したことにより、売上高は10億３千２百万円（前年同期比22.4％増

加）、セグメント利益は、６千４百万円となりました。

④ フランス

フランスでは、ミニショベル及び油圧ショベルの販売台数が増加したことにより、売上高は８億１千万円（前年

同期比36.7％増加）、セグメント利益は９千万円となりました。

⑤ 中国

中国では、ミニショベル及び油圧ショベルの販売台数が減少したことにより、売上高は10億２千６百万円（前年

同期比38.5％減少）、セグメント利益は２千３百万円となりました。
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（２）財政状態の分析

当第１四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末に比べ18億６千４百万円増加し、446億７百万円とな

りました。これは主に、現金及び預金が12億９千８百万円増加、販売の増加に伴い受取手形及び売掛金が２億５千６

百万円増加及びたな卸資産が２億１千７百万円増加したことによるものです。

負債は、前連結会計年度末に比べ16億４千２百万円増加し、180億１千３百万円となりました。これは主に、生産台

数が増加したことにより支払手形及び買掛金が６億３千７百万円増加及び短期借入金が７億１千万円増加したこと

によるものです。　

純資産は前連結会計年度末に比べ２億２千１百万円増加し、265億９千３百万円となりました。これは、主に為替換

算調整勘定が２億２千９百万円増加したことによるものです。

　

（３）キャッシュ・フローの状況

当第１四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末に比べ

14億６千９百万円増加し、101億８千６百万円となりました。

当第１四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

　

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動により得られた資金は６億１百万円（前年同期は、７億５千６百万円の支出）となりました。

これは主に、税金等調整前四半期純利益１億５千６百万円、減価償却費１億６千２百万円及び仕入債務の増加額１

億７千３百万円の収入などによるものです。

　

（投資活動によるキャッシュ・フロー）　

　投資活動により得られた資金は４千７百万円（前年同期は、２億３百万円の支出）となりました。これは主に、有形

固定資産の取得１億３千万円などの支出がありましたが、定期預金の純減少額１億７千万円などの収入によるもの

です。

　

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動により得られた資金は６億９千７百万円（前年同期は、６億２千８百万円の支出）となりました。これは

主に、短期借入金の純増加額６億９千９百万円の収入などによるものです。

　

（４）事業上および財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結会計期間において、当社グループの事業上および財務上の対処すべき課題に重要な変更および

新たに生じた課題はありません。

　

（５）研究開発活動

当第１四半期連結会計期間の研究開発費の総額は、１億２千６百万円であります。なお、当第１四半期連結会計期

間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。　
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第３【設備の状況】
（１）主要な設備の状況

  当第１四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

  

 

（２）設備の新設、除却等の計画

  当第１四半期連結会計期間において、前連結会計年度末に計画中であった重要な設備の新設、除却等について、重

要な変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 46,000,000

計 46,000,000

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現在

発行数（株）
（平成23年５月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成23年７月14日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式     16,333,000     16,333,000

大阪証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ

（スタンダード）

単元株式数

100株

計     16,333,000    16,333,000 － －

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

  該当事項はありません。　
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（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。 

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総数
増減数（株）

発行済株式総数
残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残高
（千円）

平成23年３月１日～
平成23年５月31日　

－ 　16,333,000 － 3,632,948 － 3,631,665

　

 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（６）【大株主の状況】

大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりません。
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（７）【議決権の状況】

  当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（平成23年２月28日）に基づく株主名簿による記載をしてお

ります。

 

①【発行済株式】 

　 平成23年５月31日現在

 区分  株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － －  －

議決権制限株式（自己株式等） － －  －

議決権制限株式（その他） － －  －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 　　　　1,000 －  －

完全議決権株式（その他） 普通株式　　16,329,800  163,298  －

単元未満株式 普通株式　　　　 2,200 － １単元（100株）未満の株式

発行済株式総数 　　　　　　16,333,000 － －

総株主の議決権 －      163,298 －

 

②【自己株式等】

　 平成23年５月31日現在

所有者の氏名

又は名称
所有者の住所

自己名義所有

株式数（株）

他人名義所有

株式数（株）

所有株式数の

合計（株）

発行済株式総数に対す

る所有株式数の割合

（％）

株式会社　　竹

内製作所

長野県埴科郡坂城町大字

坂城9347番地
1,000 － 1,000 0.01

 計 － 1,000 － 1,000 0.01

（注）当第１四半期会計期間末日現在の所有自己株式数は、1,058株であります。  

 

 

 

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成23年
３月

４月 ５月

最高（円）  1,086 1,139 1,005

最低（円）  700 951 839

（注）最高・最低株価は、大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）におけるものであります。　

　

３【役員の状況】

  前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。   

EDINET提出書類

株式会社竹内製作所(E01723)

四半期報告書

11/26



第５【経理の状況】

１． 四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。　

　なお、前第１四半期連結会計期間（平成22年３月１日から平成22年５月31日まで）及び前第１四半期連結累計期間

（平成22年３月１日から平成22年５月31日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第１四半期連結

会計期間（平成23年３月１日から平成23年５月31日まで）及び当第１四半期連結累計期間（平成23年３月１日から

平成23年５月31日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

２． 監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第１四半期連結会計期間（平成22年３月１日から平

成22年５月31日まで）及び前第１四半期連結累計期間（平成22年３月１日から平成22年５月31日まで）に係る四半

期連結財務諸表並びに当第１四半期連結会計期間（平成23年３月１日から平成23年５月31日まで）及び当第１四半

期連結累計期間（平成23年３月１日から平成23年５月31日まで）に係る四半期連結財務諸表について、有限責任監査

法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成23年５月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成23年２月28日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 10,713,659 9,415,375

受取手形及び売掛金 15,126,340 14,870,210

商品及び製品 6,472,525 6,944,188

仕掛品 1,500,745 1,241,166

原材料及び貯蔵品 2,318,174 1,888,142

繰延税金資産 150,344 167,141

その他 472,976 417,117

貸倒引当金 △153,738 △110,521

流動資産合計 36,601,026 34,832,819

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 3,554,094 3,483,241

機械装置及び運搬具（純額） 1,099,936 1,129,498

土地 2,260,444 2,224,440

その他（純額） 314,654 276,627

有形固定資産合計 ※1
 7,229,129

※1
 7,113,808

無形固定資産 273,823 280,778

投資その他の資産

その他 663,490 677,330

貸倒引当金 △160,113 △161,396

投資その他の資産合計 503,376 515,934

固定資産合計 8,006,330 7,910,521

資産合計 44,607,356 42,743,340
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（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成23年５月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成23年２月28日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 13,847,400 13,209,660

短期借入金 1,814,175 1,103,468

未払法人税等 120,275 57,682

賞与引当金 110,656 47,431

製品保証引当金 382,954 372,448

その他 1,175,216 1,167,903

流動負債合計 17,450,679 15,958,595

固定負債

退職給付引当金 52,584 42,139

役員退職慰労引当金 220,731 218,314

債務保証損失引当金 123,183 101,902

その他 166,240 49,567

固定負債合計 562,740 411,924

負債合計 18,013,420 16,370,519

純資産の部

株主資本

資本金 3,632,948 3,632,948

資本剰余金 3,631,665 3,631,665

利益剰余金 21,859,265 21,852,757

自己株式 △3,214 △3,188

株主資本合計 29,120,664 29,114,182

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △20,438 △5,670

為替換算調整勘定 △2,506,289 △2,735,691

評価・換算差額等合計 △2,526,727 △2,741,361

純資産合計 26,593,936 26,372,821

負債純資産合計 44,607,356 42,743,340
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成22年３月１日
　至　平成22年５月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成23年３月１日
　至　平成23年５月31日)

売上高 7,870,735 8,767,699

売上原価 6,755,556 7,662,892

売上総利益 1,115,178 1,104,807

販売費及び一般管理費

運搬費 229,326 250,859

製品保証引当金繰入額 80,184 50,147

貸倒引当金繰入額 115,605 42,680

債務保証損失引当金繰入額 9,716 17,904

役員報酬 31,441 33,555

給料及び手当 242,762 253,727

賞与引当金繰入額 11,473 15,430

退職給付費用 10,434 12,531

役員退職慰労引当金繰入額 2,521 2,417

その他 448,869 399,169

販売費及び一般管理費合計 1,182,335 1,078,424

営業利益又は営業損失（△） △67,156 26,383

営業外収益

受取利息 5,466 6,879

補助金収入 27,000 30,000

為替差益 － 146,253

その他 11,242 14,878

営業外収益合計 43,708 198,011

営業外費用

支払利息 5,569 28,036

為替差損 240,863 －

その他 9,780 10,837

営業外費用合計 256,214 38,874

経常利益又は経常損失（△） △279,662 185,520

特別利益

固定資産売却益 － 2,773

特別利益合計 － 2,773

特別損失

固定資産売却損 828 1,373

固定資産除却損 900 199

投資有価証券評価損 208 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 30,382

特別損失合計 1,936 31,955

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△281,599 156,338

法人税、住民税及び事業税 △4,715 104,815

法人税等調整額 87,728 45,015

法人税等合計 83,013 149,830

少数株主損益調整前四半期純利益 － 6,508

四半期純利益又は四半期純損失（△） △364,612 6,508
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成22年３月１日
　至　平成22年５月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成23年３月１日
　至　平成23年５月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四
半期純損失（△）

△281,599 156,338

減価償却費 189,382 162,769

貸倒引当金の増減額（△は減少） 115,938 36,989

賞与引当金の増減額（△は減少） 41,589 63,225

製品保証引当金の増減額（△は減少） △5,723 6,890

退職給付引当金の増減額（△は減少） △1,092 10,444

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △5,368 2,417

債務保証損失引当金の増減額（△は減少） 9,716 17,904

受取利息及び受取配当金 △5,466 △6,879

支払利息 5,569 28,036

為替差損益（△は益） 58,072 38,109

投資有価証券評価損益（△は益） 208 －

固定資産売却損益（△は益） 828 △1,399

固定資産除却損 900 199

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 30,382

売上債権の増減額（△は増加） △4,466,569 △39,084

たな卸資産の増減額（△は増加） 223,509 5,239

仕入債務の増減額（△は減少） 3,330,038 173,354

その他の資産の増減額（△は増加） △16,699 △53,356

その他の負債の増減額（△は減少） 50,827 22,606

その他 △390 －

小計 △756,327 654,188

利息及び配当金の受取額 5,091 7,042

利息の支払額 △2,302 △25,890

法人税等の支払額 △3,023 △34,297

営業活動によるキャッシュ・フロー △756,561 601,043

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の増減額（△は増加） △244,100 170,900

有形固定資産の取得による支出 △6,596 △130,908

有形固定資産の売却による収入 48,901 4,893

無形固定資産の取得による支出 △1,500 △4,000

貸付けによる支出 △220 △500

貸付金の回収による収入 554 1,043

その他 △154 6,225

投資活動によるキャッシュ・フロー △203,114 47,653

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 372,353 699,470

長期借入金の返済による支出 △1,000,000 －

自己株式の取得による支出 － △26

配当金の支払額 △150 △1,654

リース債務の返済による支出 △378 △423

財務活動によるキャッシュ・フロー △628,176 697,365

現金及び現金同等物に係る換算差額 △46,486 123,121

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,634,338 1,469,183

現金及び現金同等物の期首残高 7,035,692 8,717,778

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 5,401,354

※
 10,186,962
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　

　当第１四半期連結会計期間

（自　平成23年３月１日

　　至　平成23年５月31日）　

会計処理基準に関する事項の変更 資産除去債務に関する会計基準の適用

　当第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企

業会計基準第18号　平成20年３月31日）及び「資産除去債務に関する会計

基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号　平成20年３月31日）を

適用しております。

　これにより営業利益及び経常利益は1,204千円、税金等調整前四半期純利

益は、31,586千円減少しております。　

　

【表示方法の変更】

　当第１四半期連結会計期間

（自　平成23年３月１日

　　至　平成23年５月31日）　

（四半期連結損益計算書）

　「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用語、様式及

び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日　内閣府令第５号）の適用により、当第１四

半期連結累計期間では「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示しております。

　

【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第１四半期連結会計期間末
（平成23年５月31日）

前連結会計年度末
（平成23年２月28日）

※１．有形固定資産の減価償却累計額

                                    6,904,188千円

２．保証債務

 金融機関からの借入及びリース取引に対する債務

保証

竹内工程機械（青島）有限公司の顧客

 3,458,293千円

※１．有形固定資産の減価償却累計額

                                    6,742,703千円

２．保証債務

 金融機関からの借入及びリース取引に対する債務

保証

竹内工程機械（青島）有限公司の顧客

 3,673,790千円

　

（四半期連結損益計算書関係）

前第１四半期連結累計期間
（自　平成22年３月１日
至　平成22年５月31日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成23年３月１日
至　平成23年５月31日）

　該当事項はありません。

　

　該当事項はありません。
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第１四半期連結累計期間
（自　平成22年３月１日
至　平成22年５月31日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成23年３月１日
至　平成23年５月31日）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借　

対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成22年５月31日現在）

（千円）

現金及び預金勘定 5,282,334

有価証券勘定に含まれる譲

渡性預金　

1,000,000

預入期間が３か月を超える

定期預金
△880,980

現金及び現金同等物 5,401,354

 

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借　

対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成23年５月31日現在）

（千円）

現金及び預金勘定 10,713,659

預入期間が３か月を超える

定期預金
△526,696

現金及び現金同等物 10,186,962

 

（株主資本等関係）

当第１四半期連結会計期間末（平成23年５月31日）及び当第１四半期連結累計期間（自　平成23年３月１日　至　

平成23年５月31日）

１．発行済株式の種類及び総数

  普通株式　　　　　　　　16,333,000株

  

２．自己株式の種類及び株式数

　普通株式　　　　　　　　　　 1,058株

  

３．新株予約権等に関する事項

　該当事項はありません。 

  

４．配当に関する事項

　該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【事業の種類別セグメント情報】

　　　　　前第１四半期連結累計期間（自平成22年３月１日　至平成22年５月31日）

 
建設機械事業
（千円）

その他事業
（千円）

計（千円）
消去又は全社
（千円）

連結（千円）

売上高      

(1) 外部顧客に対する売上高 7,714,614156,1217,870,735 － 7,870,735

(2）セグメント間の内部売上高又

は振替高
－ － － － －

計 7,714,614156,1217,870,735 － 7,870,735

営業利益又は営業損失（△） 61,546 5,231 66,778△133,934△67,156

（注）１．事業区分の方法

事業は、製品の種類別区分によっております。

２．各区分に属する主要な製品

　建設機械事業・・・ミニショベル、油圧ショベル、クローラーローダー等

　その他事業　・・・撹拌機　

　

【所在地別セグメント情報】

　　　　　前第１四半期連結累計期間（自平成22年３月１日　至平成22年５月31日）

 
日本
（千円）

北米
（千円）

欧州
（千円）

アジア
(千円)

計（千円）
消去又は全
社（千円）

連結
（千円）

売上高        

(1）外部顧客に対

する売上高
3,580,4181,185,6201,436,7201,667,9767,870,735 － 7,870,735

(2）セグメント間

の内部売上高

又は振替高

2,715,17453,909 － 7,4992,776,584△2,776,584 －

計 6,295,5931,239,5301,436,7201,675,47610,647,320△2,776,5847,870,735

営業利益又は営業損

失（△）
△284,39228,13456,438149,438△50,381△16,775△67,156

（注）１．国又は地域は、地理的近接度により区分しております。

２．本邦以外の区分に属する地域の内訳は次のとおりであります。

北米・・・米国

欧州・・・英国、フランス

アジア・・中国
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【海外売上高】

前第１四半期連結累計期間（自平成22年３月１日　至平成22年５月31日）

 北米 欧州 アジア その他 計

Ⅰ　海外売上高（千円） 1,219,6254,412,8931,667,976241,0637,541,559

Ⅱ　連結売上高（千円） － － － － 7,870,735

Ⅲ　連結売上高に占める海外売上

高の割合（％）
15.5 56.1 21.2 3.0 95.8

（注）１．国又は地域は、地理的近接度により区分しております。 

（追加情報） 

　　　　　従来、アジア地域は「その他」に含めておりましたが、前第３四半期連結会計期間において、当該地域の売上高が

連結売上高に占める割合が高くなり、今後もその傾向が予想されるため、「アジア」として区分掲記しており

ます。

　　　　　なお、前第１四半期連結累計期間の「その他」に含まれる「アジア」の海外売上高は425,821千円、連結売上高に

占める割合は9.1％であります。

２．各区分に属する主な国又は地域。

（1）北米・・・米国

（2）欧州・・・オーストリア、ドイツ、英国、フランス

（3）アジア・・中国　
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【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要

当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であ

り、取締役会が経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているも

のであります。

当社グループは、主に建設機械を製造・販売しており、国内においては当社が、海外においては各地域を

当社及び現地法人がそれぞれ担当しております。現地法人はそれぞれ独立した経営単位であり、取扱う製品

について各地域の包括的な戦略を立案し、事業活動を展開しております。

したがって、当社グループは、製造・販売体制を基礎とした地域別のセグメントから構成されており、

「日本」、「米国」、「英国」、「フランス」及び「中国」の５つを報告セグメントとしております。

　

２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　当第１四半期連結累計期間（自平成23年３月１日 至平成23年５月31日）

（単位：千円）

 報告セグメント
合計

調整額
（注）１　

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）２ 

 日本 米国 英国 フランス 中国

売上高         

外部顧客へ

の売上高
3,706,4782,191,7071,032,028810,9951,026,4898,767,699 － 8,767,699

セグメント
間の内部売
上高又は振
替高

3,686,726－ 35,753 34 1,9913,724,506△3,724,506－

計 7,393,2052,191,7071,067,782811,0301,028,48112,492,206△3,724,5068,767,699

セグメント利

益又は損失

（△）

△57,999205,22364,41890,51023,500325,654△299,27126,383

（注）１．セグメント利益又は損失の調整額△299,271千円には、セグメント間取引消去△169,316千円、各報告セ

グメントに配分していない全社費用△129,955千円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメント

に帰属しない一般管理費であります。

２．セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。　

　

（追加情報）

当第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号　

平成21年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指

針第20号　平成20年３月21日）を適用しております。
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（金融商品関係）

　　　 当第１四半期連結会計期間末（平成23年５月31日）

    短期借入金が、企業集団の事業の運営において重要なものとなっており、かつ、前連結会計年度の末日に比べて著

しい変動が認められます。

科目
四半期連結貸借対照
表計上額（千円）

時価（千円） 差額（千円）

短期借入金 1,814,175 1,814,175 －

　
（注） 金融商品の時価の算定方法

　短期借入金は短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額

によっております。　

　　

（有価証券関係）

       当第１四半期連結会計期間末（平成23年５月31日）

       当社グループの事業の運営において重要性が乏しいため、記載を省略しております。　　

（デリバティブ取引関係）

 　　　当第１四半期連結会計期間末（平成23年５月31日）

　対象物の種類が通貨であるデリバティブ取引が、事業の運営において重要なものとなっており、かつ、前連結会計年

度の末日に比べて著しい変動が認められます。

対象物の種類 取引の種類 契約額等（千円） 時価（千円） 評価損益（千円）　

通貨

　

為替予約取引（売建） 　　　793,100 　　 　　5,578 　          5,578

オプション取引（買建） 　　　  595,700 　 　　　　8,397 　         697

オプション取引（売建）　 　　　　1,191,400 　　　　　1,319 　　　 　　6,380

合　計            － 　　　　　－ 　　　　　12,655

　　　　

（ストック・オプション等関係）

     　当第１四半期連結会計期間（自平成23年３月１日　至平成23年５月31日）                      

 　　　該当事項はありません。　

（企業結合等関係）

       当第１四半期連結会計期間（自平成23年３月１日　至平成23年５月31日）

　　　 該当事項はありません。　　　

（資産除去債務関係）

　　　当第１四半期連結会計期間末（平成23年５月31日）

　　　資産除去債務の総額に重要性が乏しいため、注記を省略しております。　

（賃貸等不動産関係）

　　　当第１四半期連結会計期間末（平成23年５月31日）

　　　賃貸等不動産の総額に重要性が乏しいため、注記を省略しております。　
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第１四半期連結会計期間末
（平成23年５月31日）

前連結会計年度末
（平成23年２月28日）

１株当たり純資産額 1,628.34円 １株当たり純資産額 1,614.80円

２．１株当たり四半期純利益又は純損失金額

前第１四半期連結累計期間
（自　平成22年３月１日
至　平成22年５月31日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成23年３月１日
至　平成23年５月31日）

１株当たり四半期純損失金額 22.33円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。

１株当たり四半期純利益金額 0.40円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　（注）　１株当たり四半期純利益又は純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成22年３月１日
至　平成22年５月31日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成23年３月１日
至　平成23年５月31日）

四半期純利益又は純損失（△）（千円） △364,612 6,508

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益又は純損失（△）

（千円）
△364,612 6,508

期中平均株式数（千株） 16,332 16,331

（重要な後発事象）

　　　 該当事項はありません。

　　

（リース取引関係）

　　　 当第１四半期連結会計期間（自平成23年３月１日　至平成23年５月31日）

　　　 前連結会計年度末と比較して著しい変動が認められないため、記載を省略しております。

　　

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成２２年７月６日

株式会社竹内製作所

取締役会　御中

有限責任監査法人トーマツ

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 五十幡　理一郎　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 杉　田　昌　則　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193 条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社竹内製作

所の平成22年３月１日から平成23年２月28日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成22年３月１日から平成

22年５月31日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成22年３月１日から平成22年５月31日まで）に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期

レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財

務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社竹内製作所及び連結子会社の平成22年５月31日現在の財政状態

並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していない

と信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

　（注）１. 上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社( 四半期報

告書提出会社 )が別途保管しております。

        ２. 四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。　
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成２３年７月５日

株式会社竹内製作所

取締役会　御中

有限責任監査法人トーマツ

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 五十幡　理一郎　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 杉　田　昌　則　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193 条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社竹内製作

所の平成23年３月１日から平成24年２月29日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成23年３月１日から平成

23年５月31日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成23年３月１日から平成23年５月31日まで）に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期

レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財

務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社竹内製作所及び連結子会社の平成23年５月31日現在の財政状態

並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していない

と信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

　（注）１. 上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社( 四半期報

告書提出会社 )が別途保管しております。

        ２. 四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。　
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